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５

特
定
徴
収
金
の
収
納
の
特
例

機
構
が
行
う
、
法
人
の
事
業
税
そ
の
他
の
地
方

税
等
の
う
ち
一
定
の
方
法
で
納
付
又
は
納
入
さ
れ

る
も
の
（
以
下
「
特
定
徴
収
金
」
と
い
う
。）の
収

納
の
事
務
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五

七
条
の
五
関
係
）

特
定
徴
収
金
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
税

目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
七
条
の
五
の
二

関
係
）

機
構
が
特
定
金
融
機
関
等
に
特
定
徴
収
金
の
収

納
の
事
務
の
一
部
を
委
託
し
た
場
合
に
お
け
る
当

該
収
納
の
事
務
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。

（
第
五
七
条
の
五
の
三
関
係
）

二

国
家
公
務
員
退
職
手
当
法
施
行
令
等
の
一
部
改
正
関

係
機
構
の
設
立
に
伴
い
、
次
に
掲
げ
る
政
令
の
規
定
に

お
い
て
、
機
構
を
追
加
す
る
こ
と
と
し
た
。

１

国
家
公
務
員
退
職
手
当
法
施
行
令
第
九
条
の
二
及

び
第
九
条
の
四

２

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施
行
令
第
四
三
条
第
一

項
及
び
第
二
項

３

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
第
三
九
条
及

び
第
四
三
条
第
七
項

４

国
の
利
害
に
関
係
の
あ
る
訴
訟
に
つ
い
て
の
法
務

大
臣
の
権
限
等
に
関
す
る
法
律
第
七
条
第
一
項
の
公

法
人
を
定
め
る
政
令
本
則

５

独
立
行
政
法
人
等
登
記
令
別
表

６

公
益
的
法
人
等
へ
の
一
般
職
の
地
方
公
務
員
の
派

遣
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
第
三
号
の
法
人

を
定
め
る
政
令
本
則

７

行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用

に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
一
条

８

職
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
政
令
第
二
条

三

地
方
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
政
令

附
則
第
一
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力

を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
同
令
第
九
条
の
規
定
に
よ
る

廃
止
前
の
地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法

施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

法
人
の
事
業
税
の
例
に
よ
り
法
人
の
事
業
税
と
併
せ

て
徴
収
さ
れ
る
地
方
法
人
特
別
税
に
つ
い
て
、
機
構
が

収
納
の
事
務
を
行
う
特
定
徴
収
金
の
税
目
の
対
象
と
す

る
こ
と
と
し
た
。（
第
八
条
の
二
関
係
）

四

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
三
一
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

３

個
人
が
氏
名
又
は
住
所
の
変
更
に
係
る
非
課
税
貯

蓄
に
関
す
る
異
動
申
告
書
を
提
出
す
る
際
に
提
示
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
本
人
確
認
書
類
の
範
囲
に
、
そ

の
者
の
変
更
前
の
氏
名
又
は
住
所
及
び
変
更
後
の
氏

名
又
は
住
所
を
証
す
る
住
民
票
の
写
し
等
を
加
え
る

こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
四
三
条
関
係
）

４

配
当
等
と
み
な
す
金
額
に
つ
い
て
、
対
価
の
交
付

が
省
略
さ
れ
た
と
認
め
ら
れ
る
組
織
再
編
成
の
範
囲

及
び
株
主
等
が
交
付
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る

株
式
の
価
額
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得

税
法
施
行
令
第
六
一
条
関
係
）

５

無
対
価
合
併
、
無
対
価
分
割
型
分
割
又
は
特
定
無

対
価
株
式
交
換
が
行
わ
れ
た
場
合
に
お
け
る
株
主
等

が
有
す
る
株
式
等
の
取
得
価
額
の
計
算
方
法
の
細
目

等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
一

一
二
条
、第
一
一
三
条
及
び
第
一
六
七
条
の
七
関
係
）

６

給
与
所
得
者
の
特
定
支
出
の
控
除
の
特
例
の
対
象

と
な
る
特
定
支
出
の
範
囲
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
を

講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
一
六
七

条
の
三
〜
第
一
六
七
条
の
五
関
係
）

勤
務
す
る
場
所
を
離
れ
て
職
務
を
遂
行
す
る
た

め
に
直
接
必
要
な
旅
行
に
通
常
要
す
る
支
出
を
定

め
る
。

単
身
赴
任
者
の
帰
宅
旅
費
に
つ
い
て
、
一
月
に

四
往
復
を
超
え
た
旅
行
に
係
る
帰
宅
旅
費
を
対
象

外
と
す
る
制
限
を
撤
廃
す
る
と
と
も
に
、
帰
宅
の

た
め
に
通
常
要
す
る
自
動
車
そ
の
他
の
交
通
用
具

の
使
用
に
係
る
燃
料
費
及
び
有
料
の
道
路
の
料
金

を
加
え
る
。

◇
地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第

一
二
七
号
）（
総
務
省
）

１

道
府
県
た
ば
こ
税
及
び
市
町
村
た
ば
こ
税

加
熱
式
た
ば
こ
の
課
税
標
準
の
算
定
に
用
い
る
紙

巻
た
ば
こ
の
一
本
の
金
額
に
相
当
す
る
金
額
に
つ
い

て
、
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第

三
九
条
の
九
の
二
及
び
第
五
三
条
の
二
関
係
）

加
熱
式
た
ば
こ
の
課
税
方
式
に
係
る
改
正
に
伴

い
、
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第

三
九
条
の
九
の
二
及
び
第
五
三
条
の
二
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
三
四
年

一
〇
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
道
路
整
備
事
業
に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
に
関

す
る
法
律
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令

第
一
二
八
号
）（
国
土
交
通
省
）

一

道
路
整
備
事
業
に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
に

関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

橋
、
ト
ン
ネ
ル
そ
の
他
の
道
路
を
構
成
す
る
施
設
又

は
工
作
物
の
改
築
、
一
般
国
道
の
修
繕
そ
の
他
の
道
路

の
改
築
又
は
修
繕
に
関
す
る
国
の
負
担
又
は
補
助
の
割

合
の
特
例
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
及
び
第
二

条
関
係
）

二

道
路
の
修
繕
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
政
令

の
一
部
改
正
関
係

橋
、
ト
ン
ネ
ル
そ
の
他
の
都
道
府
県
道
又
は
市
町
村

道
を
構
成
す
る
施
設
又
は
工
作
物
の
修
繕
そ
の
他
の
都

道
府
県
道
又
は
市
町
村
道
の
修
繕
に
関
す
る
国
の
補
助

の
割
合
の
特
例
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
関

係
）

三

道
路
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

橋
、
ト
ン
ネ
ル
そ
の
他
の
道
道
又
は
道
の
区
域
内
の

市
町
村
道
を
構
成
す
る
施
設
又
は
工
作
物
の
改
築
そ
の

他
の
道
道
又
は
道
の
区
域
内
の
市
町
村
道
の
改
築
に
関

す
る
国
の
補
助
の
割
合
の
特
例
を
定
め
る
こ
と
と
し

た
。（
第
三
四
条
の
二
の
三
関
係
）

四

国
土
交
通
省
組
織
令
の
一
部
改
正
関
係

国
土
交
通
省
道
路
局
路
政
課
が
道
路
法
施
行
令
又
は

道
路
整
備
事
業
に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別
措
置
に
関

す
る
法
律
施
行
令
に
基
づ
く
道
路
の
指
定
に
関
す
る
事

務
を
所
掌
す
る
期
限
を
平
成
四
〇
年
三
月
三
一
日
ま
で

に
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
六
条
関
係
）

五

施
行
期
日

こ
の
政
令
は
、
平
成
三
〇
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

◇
東
日
本
大
震
災
に
対
処
す
る
た
め
の
特
別
の
財
政
援
助

及
び
助
成
に
関
す
る
法
律
の
経
済
産
業
省
関
係
規
定
の

施
行
に
関
す
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令

第
一
二
九
号
）（
経
済
産
業
省
）

１

適
用
期
間
の
延
長

東
日
本
大
震
災
復
興
緊
急
保
証
に
係
る
普
通
保
険
等

の
付
保
限
度
額
の
別
枠
化
等
の
措
置
を
講
ず
る
中
小
企

業
信
用
保
険
法
の
特
例
の
う
ち
、
特
定
被
災
区
域
内
に

事
業
所
を
有
す
る
中
小
企
業
者
等
に
係
る
も
の
の
適
用

期
間
を
、
平
成
三
一
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ

と
と
し
た
。（
第
一
条
関
係
）

２

施
行
期
日

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

◇
東
日
本
大
震
災
に
対
処
す
る
た
め
の
農
林
水
産
省
関
係

政
令
の
特
例
に
関
す
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
政
令
第
一
三
〇
号
）（
農
林
水
産
省
）

１

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
被
害
を
受
け
た
者
に
対
す
る

水
産
加
工
業
施
設
改
良
資
金
の
貸
付
け
の
特
例
の
適
用

期
間
を
平
成
三
一
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と

と
し
た
。（
第
五
条
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

◇
所
得
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令

第
一
三
一
号
）（
財
務
省
）

一

所
得
税
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

１

恒
久
的
施
設
の
範
囲
に
つ
い
て
、
次
の
見
直
し
を

行
う
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
一
条
の
二

関
係
）恒

久
的
施
設
と
さ
れ
る
支
店
等
の
範
囲
を
、
支

店
等
、
天
然
資
源
を
採
取
す
る
場
所
そ
の
他
事
業

を
行
う
一
定
の
場
所
に
見
直
す
。

恒
久
的
施
設
と
さ
れ
る
長
期
建
設
工
事
現
場
等

に
つ
い
て
、
二
以
上
に
分
割
し
て
契
約
さ
れ
た
場

合
に
お
け
る
期
間
要
件
の
判
定
方
法
等
を
定
め

る
。非

居
住
者
又
は
外
国
法
人
（
以
下
「
非
居
住
者

等
」
と
い
う
。）が
一
定
の
活
動
を
行
う
場
所
（
当

該
活
動
を
含
む
。）は
、
当
該
活
動
が
そ
の
事
業
の

遂
行
に
と
っ
て
準
備
的
又
は
補
助
的
な
性
格
の
も

の
で
あ
る
場
合
に
は
、
一
定
の
要
件
の
下
、
恒
久

的
施
設
と
さ
れ
る
支
店
等
及
び
長
期
建
設
工
事
現

場
等
に
含
ま
れ
な
い
も
の
と
す
る
。

恒
久
的
施
設
と
さ
れ
る
代
理
人
の
範
囲
を
、
国

内
に
お
い
て
非
居
住
者
等
に
代
わ
っ
て
、
そ
の
事

業
に
関
し
、
反
復
し
て
一
定
の
契
約
の
締
結
等
を

す
る
者
（
当
該
者
の
活
動
が
当
該
非
居
住
者
等
の

事
業
の
遂
行
に
と
っ
て
準
備
的
又
は
補
助
的
な
性

格
の
も
の
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
当
該
者
及
び
独

立
代
理
人
（
専
ら
又
は
主
と
し
て
一
又
は
二
以
上

の
自
己
と
特
殊
の
関
係
に
あ
る
者
に
代
わ
っ
て
行

動
す
る
者
を
除
く
。）を
除
く
。）に
見
直
す
。

２

寡
婦
（
寡
夫
）
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
の
判
定
に

お
け
る
そ
の
者
と
生
計
を
一
に
す
る
子
及
び
雑
損
控

除
の
適
用
を
認
め
ら
れ
る
親
族
に
係
る
総
所
得
金
額

等
の
要
件
を
四
八
万
円
以
下
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と

し
た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
一
一
条
、
第
一
一
条
の

二
及
び
第
二
〇
五
条
関
係
）
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